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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象物を撮影可能な撮像部と、
　前記対象物に対する前記撮像部の撮影位置を変更可能な移動機構と、
　前記撮像部により所定の複数の撮影位置の各々にて撮影された画像群を撮影画像群とし
て、前記撮像部を複数の撮影位置の各々にて静止させて得られる第１の撮影画像群と、前
記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動させながら得られる第２
の撮影画像群とをもとに、補正値を算出する算出部と
　を具備する画像測定装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の画像測定装置であって、
　前記対象物は、被測定物であり、
　前記画像測定装置は、さらに、前記算出された補正値をもとに、前記第２の撮影画像群
に基づいた測定結果を補正する補正部を具備する
　画像測定装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の画像測定装置であって、さらに、
　前記算出された補正値を記憶する記憶部を具備し、
　前記補正部は、前記記憶された補正値をもとに前記測定結果を補正する
　画像測定装置。
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【請求項４】
　対象物に対して撮像部を複数の撮影位置の各々に静止させて撮影することで第１の撮影
画像群を取得し、
　前記対象物に対して前記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動
させながら撮影することで第２の撮影画像群を取得し、
　前記取得された前記第１及び第２の撮影画像群をもとに、補正値を算出する
　画像測定方法。
【請求項５】
　請求項４に記載の画像測定方法であって、
　前記第１の撮影画像群の取得ステップは、被測定物に対して実行され、
　前記第２の撮影画像群の取得ステップは、前記被測定物と、これと同じ種類の複数の他
の被測定物との各々に対して実行され、
　前記画像測定方法は、さらに、前記被測定物に対して算出された前記補正値をもとに、
前記複数の他の被測定物の各々の、前記第２の撮影画像群に基づいた測定結果を補正する
　画像測定方法。
【請求項６】
　対象物を撮影可能な撮像部の撮影位置を制御可能な移動制御部と、
　前記撮像部により所定の複数の撮影位置の各々にて撮影された画像群を撮影画像群とし
て、前記撮像部を複数の撮影位置の各々にて静止させて得られる第１の撮影画像群と、前
記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動させながら得られる第２
の撮影画像群とをもとに、補正値を算出する算出部と
　を具備する情報処理装置。
【請求項７】
　対象物に対して撮像部を複数の撮影位置の各々に静止させて撮影させることで第１の撮
影画像群を取得し、
　前記対象物に対して前記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動
させながら撮影させることで第２の撮影画像群を取得し、
　前記取得された前記第１及び第２の撮影画像群をもとに、補正値を算出する
　ことをコンピュータが実行する情報処理方法。
【請求項８】
　対象物に対して撮像部を複数の撮影位置の各々に静止させて撮影させることで第１の撮
影画像群を取得するステップと、
　前記対象物に対して前記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動
させながら撮影させることで第２の撮影画像群を取得するステップと、
　前記取得された前記第１及び第２の撮影画像群をもとに、補正値を算出するステップと
　をコンピュータに実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像測定装置、画像測定方法、情報処理装置、情報処理方法、及びプログラ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、被測定物を撮影した画像をもとに形状等を測定可能な画像測定装置が知られてい
る。例えば特許文献１には、ステージ及びステージ上のワークを撮影する撮像ユニットを
有する形状測定機と、撮像ユニットの撮影画像をもとにワークの形状を測定するコンピュ
ータとを有する形状測定装置について開示されている（特許文献１の明細書段落［０００
９］図１等）。
【０００３】
　この形状測定装置では、撮像ユニットを移動させながらワークの形状を測定している間
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、形状測定機の振動が検出される。そして検出された振動を相殺するように撮像ユニット
の移動量が制御される。これによりステージに対する撮像ユニットの振動による変位が抑
制され、測定精度を向上させることができる（特許文献１の明細書段落［００１９］等）
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１４－２２８５２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このように撮像ユニットにより撮影された画像をもとに形状等を測定する画像測定装置
において、測定精度を向上させるための技術が求められている。
【０００６】
　以上のような事情に鑑み、本発明の目的は、高い精度で被測定物を測定可能な画像測定
装置、画像測定方法、情報処理装置、情報処理方法、及びプログラムを提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、本発明の一形態に係る画像測定装置は、撮像部と、移動機構
と、算出部とを具備する。
　前記撮像部は、対象物を撮影可能である。
　前記移動機構は、前記対象物に対する前記撮像部の撮影位置を変更可能である。
　前記算出部は、前記撮像部により所定の複数の撮影位置の各々にて撮影された画像群を
撮影画像群として、前記撮像部を複数の撮影位置の各々にて静止させて得られる第１の撮
影画像群と、前記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動させなが
ら得られる第２の撮影画像群とをもとに、補正値を算出する。
【０００８】
　この画像測定装置では、所定の複数の撮影位置に撮像部を静止させて撮影された第１の
撮影画像群と、撮像部を相対的に移動させながら撮影された第２の撮影画像群とをもとに
補正値が算出される。この補正値を用いることで、高い精度で、撮像部を相対的に移動さ
せながら被測定物を測定することが可能となる。
【０００９】
　前記対象物は、被測定物であってもよい。この場合、前記画像測定装置は、さらに、前
記算出された補正値をもとに、前記第２の撮影画像群に基づいた測定結果を補正する補正
部を具備してもよい。
　これにより高い精度で被測定物を測定するとことができる。
【００１０】
　前記画像測定装置は、さらに、前記算出された補正値を記憶する記憶部を具備してもよ
い。この場合、前記補正部は、前記記憶された補正値をもとに前記測定結果を補正しても
よい。
　これにより例えば同じ種類の被測定物を効率的に測定することができる。
【００１１】
　本発明の一形態に係る画像測定方法は、対象物に対して撮像部を複数の撮影位置の各々
に静止させて撮影することで第１の撮影画像群を取得することを含む。
　前記対象物に対して前記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動
させながら撮影することで第２の撮影画像群が取得される。
　前記取得された前記第１及び第２の撮影画像群をもとに、補正値が算出される。
　算出された補正値を用いることで、高い精度で、撮像部を相対的に移動させながら被測
定物を測定することが可能となる。
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【００１２】
　前記第１の撮影画像群の取得ステップは、被測定物に対して実行されてもよい。この場
合、前記第２の撮影画像群の取得ステップは、前記被測定物と、これと同じ種類の複数の
他の被測定物との各々に対して実行されてもよい。また前記画像測定方法は、さらに、前
記被測定物に対して算出された前記補正値をもとに、前記複数の他の被測定物の各々の、
前記第２の撮影画像群に基づいた測定結果を補正することを含んでもよい。
　これにより同じ種類の他の被測定物を効率的に測定することができる。
【００１３】
　本発明の一形態に係る情報処理装置は、移動制御部と、前記算出部とを具備する。
　前記移動制御部は、対象物を撮影可能な撮像部の撮影位置を制御可能である。
【００１４】
　本発明の一形態に係る情報処理方法は、コンピュータにより実行される情報処理方法で
あって、対象物に対して撮像部を複数の撮影位置の各々に静止させて撮影させることで第
１の撮影画像群を取得することを含む。
　前記対象物に対して前記撮像部を前記複数の撮影位置の各々を通るように相対的に移動
させながら撮影させることで第２の撮影画像群が取得される。
　前記取得された前記第１及び第２の撮影画像群をもとに、補正値が算出される。
【００１５】
　本発明の一形態に係るプログラムは、前記情報処理方法をコンピュータに実行させる。
【発明の効果】
【００１６】
　以上のように、本発明によれば、高い精度で被測定物を測定することが可能となる。な
お、ここに記載された効果は必ずしも限定されるものではなく、本開示中に記載されたい
ずれかの効果であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態に係る画像測定装置を示す概略図である。
【図２】図１に示す測定制御部の構成例を示す機能的なブロック図である。
【図３】撮像ユニットが撮影位置で静止した状態で撮影が実行される場合の図である。
【図４】撮像ユニットが加速中に撮影位置で撮影が実行される場合を示す図である。
【図５】移動中の画像取得のタイミングについて説明するための図である。
【図６】静止測定の動作例を示すフローチャートである。
【図７】移動測定の動作例を示すフローチャートである。
【図８】画像座標差分算出部による補正値の算出例を示すフローチャートである。
【図９】補正値を用いた移動測定の動作例を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明に係る実施形態を、図面を参照しながら説明する。
【００１９】
　［画像測定装置の構成］
　図１は、本発明の一実施形態に係る画像測定装置を示す概略図である。画像測定装置１
００は、非接触型の画像測定機１０と、情報処理装置としてのＰＣ（Personal Computer
）２０とを有する。本技術に係る情報処理装置として、他のコンピュータが用いられても
よい。
【００２０】
　画像測定機１０は、ステージ１１と、移動機構１２と、撮像ユニット（撮像部）１３と
を有する。ステージ１１上の所定の位置に、被測定物であるワークＷが載置される。ワー
クＷは、撮像ユニット１３により撮影される対象物にも相当する。
【００２１】
　移動機構１２は、ｘｙｚの３次元方向において、ワークＷに対する撮像ユニット１３の
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撮影位置を変更可能である。撮影位置とは、撮影が行われる際の、ワークＷに対する撮像
ユニット１３の相対的な位置である。従って撮像ユニット１３及びワークＷを相対的に移
動させることで、撮影位置の変更が可能となる。
【００２２】
　図１に示すように移動機構１２は、ｘ移動機構１４と、ｙ移動機構１５と、ｚ移動機構
１６とを有する。ｚ移動機構１６は、撮像ユニット１３をｚ方向に沿って移動させる。ｘ
移動機構１４は、撮像ユニット１３とｚ移動機構１６とを一体的に、ｘ方向に沿って移動
させる。ｙ移動機構１５は、ステージ１１をｙ方向に沿って移動させる。各移動機構の具
体的な構成は限定されず、任意に設計されてよい。
【００２３】
　ｘｙｚの各移動機構には、例えばリニアスケール等からなる軸変位センサ１７が配置さ
れる。ｘ軸変位センサ１７ｘ及びｚ軸変位センサ１７ｚの各々の検出値をもとに、撮像ユ
ニット１３のｘ及びｚ座標が算出される。またｙ軸変位センサ１７ｙの検出値をもとにス
テージ１１のｙ座標が算出される。
【００２４】
　撮像ユニット１３には、対物レンズ１８（図３参照）及び撮像素子（図示なし）を備え
るデジタルカメラ（ビデオカメラを含む）が搭載される。ワークＷで反射した光が対物レ
ンズ１８を介して撮像素子に入射することにより、ワークＷのデジタル画像が生成される
。撮像素子としては、例えばＣＭＯＳ（Complementary Metal-Oxide Semiconductor）セ
ンサやＣＣＤ（Charge Coupled Device）センサ等が用いられる。
【００２５】
　ＰＣ２０は、任意の接続形態により画像測定機１０に接続される。ＰＣ２０は、ＣＰＵ
（Central Processing Unit）、ＲＯＭ（Read Only Memory）、ＲＡＭ（Random Access M
emory）、ＨＤＤ（Hard Disk Drive）等のコンピュータの構成に必要なハードウェアを有
する（いずれも図示なし）。
【００２６】
　ＲＯＭやＨＤＤには、ＣＰＵにより実行されるプログラムや形状データ等の各種のデー
タが格納される。またＲＡＭは、ＣＰＵによる一時的な作業領域、及びデータの一時保存
のための領域として用いられる。
【００２７】
　ＰＣ２０による情報処理は、ＲＯＭ等に記憶されたソフトウェアと、ＰＣ２０のハード
ウェア資源との協同により実現される。本実施形態では、図１に示すように、ＣＰＵが所
定のプログラムを実行することで、機能ブロックとしての測定制御部２１が構成される。
なお測定制御部２１を実現するために専用のハードウェアが適宜用いられてもよい。
【００２８】
　プログラムは、例えば種々の記録媒体を介してＰＣ２０にインストールされる。あるい
は、インターネット等を介してプログラムがＰＣ２０にインストールされてもよい。
【００２９】
　図２は、測定制御部２１の構成例を示す機能的なブロック図である。測定制御部２１は
、画像取得座標記憶部２２、画像取得座標照合部２３、画像取得信号出力部２４、カメラ
画像取得部２５、座標検出部２６、及び軸移動制御部２７を有する。また測定制御部２１
は、座標記憶部２８、座標・画像記憶部２９、画像座標検出部３０、静止測定時画像座標
記憶部３１、移動測定時画像座標記憶部３２、画像座標差分算出部３３、及び画像座標差
分記憶部３４を有する。さらに測定制御部２１は、画像座標補正部３５、及び検出座標出
力部３６を有する。
【００３０】
　画像取得座標記憶部２２は、撮影位置の座標値（以下、撮影位置座標と記載する）を記
憶する。本実施形態では、撮影位置座標として、撮影を実行したい撮像ユニット１３のｘ
及びｚ座標と、ステージ１１のｙ座標とが予め格納される。
【００３１】
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　座標検出部２６は、ｘｙｚの各軸変位センサ１７からの検出値をもとに、現在の測定位
置の座標（以下、測定位置座標と記載する）を検出する。測定位置座標は、現在の撮像ユ
ニット１３のｘ及びｚ座標と、現在のステージ１１のｙ座標とからなる。
【００３２】
　画像取得座標照合部２３は、座標検出部２６により検出された測定位置座標と、画像取
得座標記憶部２２に記憶された撮影位置座標とを照合する。そして両座標が一致した場合
に、画像取得信号出力部２４に画像取得信号の出力を指示する。
【００３３】
　画像取得信号出力部２４は、撮像ユニット１３のデジタルカメラに画像取得信号を出力
する。当該信号が出力されることで、撮像ユニット１３による撮影が実行される。カメラ
画像取得部２５は、撮像ユニット１３により撮影された撮影画像を取得する。
【００３４】
　軸移動制御部２７は、移動機構１２を制御して、撮像ユニット１３及びステージ１１を
移動させる。座標記憶部２８は、座標検出部２６により検出された測定位置座標と、撮影
位置座標とが一致した場合に、測定位置座標を記憶する。
【００３５】
　座標・画像記憶部２９は、撮像ユニット１３により撮影された撮影画像と、撮影が行わ
れた際の測定位置座標（すなわち撮影位置座標）とを記憶する。
【００３６】
　画像座標検出部３０は、座標・画像記憶部２９に記憶された撮影画像及び測定位置座標
をもとに、ｘｙｚの３次元上におけるワークＷの外形や特徴点等の座標（以下、測定座標
と記載する）を検出する。例えばエッジ検出等の周知の画像解析技術を用いて、撮影画像
上の位置及び測定位置座標をもとに、ワークＷの各点における測定座標を検出可能である
。
【００３７】
　画像座標補正部３５は、画像座標検出部３０により検出された測定座標を補正する。後
に詳しく説明するが、本実施形態では、撮像ユニット１３を複数の撮影位置の各々を通る
ように相対的に移動させながら撮影が行われる。そして撮影された撮影画像群をもとにワ
ークＷの測定座標が検出される。画像座標補正部３５は、当該検出された測定座標を補正
する。
【００３８】
　検出座標出力部３６は、画像座標補正部３５により補正された測定座標を出力する。
【００３９】
　静止測定時画像座標記憶部３１、移動測定時画像座標記憶部３２、画像座標差分算出部
３３、及び画像座標差分記憶部３４は、画像座標補正部３５による補正に用いられる補正
値を算出するためのブロックである。これら各ブロックについては、後に詳しく説明する
。
【００４０】
　［画像測定装置の動作］
　上記したように本実施形態に係る画像測定装置１００では、撮像ユニット１３を停止さ
せることなく、複数の撮影位置の各々を通るように相対的に連続して移動させながら、測
定を実行することが可能である。例えばＲＯＭ等に記憶されたパートプログラム等に基づ
いて、所定のルートに沿って、自動的に撮影位置の変更（撮像ユニット１３の相対的な移
動）が実行される。その際に、測定位置座標が撮影位置座標に一致した場合に自動的に撮
影が実行される。以下、この測定を移動測定と記載する。
【００４１】
　図３－図５は、移動測定時において生じ得る問題点について説明するための図である。
図３－図５において図Ａは画像測定機１０をｙ方向から見た正面図であり、図Ｂは撮像ユ
ニット１３により撮影された撮影画像である。
【００４２】
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　図３は、撮像ユニット１３が撮影位置Ｐで静止した状態で撮影が実行される場合を示す
図である。この場合、撮影位置座標上に撮像ユニット１３及びステージ１１が移動されて
、真下にあるワークＷが撮影される。ここではワークＷとして白色の領域４１と黒色の領
域４２とが設けられた板状部材が用いられる。そして図３Ｂに示すように、白色領域４１
と黒色領域４２との境界４３が撮影画像５０の中心点５５と重なるように、撮影位置Ｐが
設定されている。
【００４３】
　図４は、撮像ユニット１３が加速中に撮影位置Ｐで撮影が実行される場合を示す図であ
る。この場合、撮像ユニット１３やｚ移動機構１６に加速度が作用するので、図４Ａに示
すように、これらの重量による慣性により、傾きや歪みが発生する可能性がある。ステー
ジ１１が加速中である場合には、ワークＷに歪み等が発生する場合もある。
【００４４】
　そうすると図４Ｂに示すように、撮像ユニット１３により撮影された撮影画像５０では
、ワークＷの境界４３が撮影画像５０の中心点５５からずれて写ってしまう。当該撮影画
像５０をもとに測定座標を算出した場合、図３Ｂに示す静止時の撮影画像５０から算出さ
れた測定座標と比べて、画像のずれ分だけ誤差が発生してしまう。このような撮影画像５
０のずれは、減速中や、２軸以上の同時移動での円弧状移動による遠心力等によっても発
生し得る。
【００４５】
　図５は、移動中の画像取得のタイミングについて説明するための図である。図２に示す
画像取得座標照合部２３により測定位置座標と撮影位置座標とが照合され、両座標の一致
に応じて、画像取得信号出力部２４から撮像ユニット１３に画像取得信号が出力されるま
でには、多少の時間を要する。すなわち実際に撮像ユニット１３が撮影位置Ｐに移動する
タイミングから遅れて、撮像ユニット１３による撮影が実行される（図５Ａの遅延撮影位
置Ｐ１）。
【００４６】
　画像取得のタイミングが遅れると、図５Ｂに示すように、撮影された撮影画像５０では
、ワークＷの境界４３が撮影画像５０の中心点５５からずれて写ってしまう。当該撮影画
像５０をもとに測定座標を算出した場合、画像のずれ分だけ誤差が発生してしまう。
【００４７】
　そこで本発明者は、例えば同じパートプログラム等により、決められたルートに従って
移動測定が実行される場合、各々の撮影位置Ｐでの、加速度、減速度、遠心力等による移
動機構１２やワークＷの歪み、及び画像取得のタイミングのずれは、毎回ほぼ同じ状態で
発生する。すなわち各撮影位置で撮影された撮影画像５０内のずれ量は、毎回ほぼ同じで
あることに着目した。
【００４８】
　そして撮像ユニット１３を複数の撮影位置Ｐの各々に静止させて測定し（以下、静止測
定と記載する）、その測定結果（すなわち各撮影画像５０から検出された測定座標）を取
得する。そしてこの静止測定による測定結果と、移動測定による測定結果との差分を、補
正値として算出することを考案した。以下、具体的な動作例を説明する。
【００４９】
　図６は、静止測定の動作例を示すフローチャートである。画像取得座標記憶部２２に記
憶された撮影位置座標が読み出される（ステップ１０１）。軸移動制御部２７により、読
みだされた撮影位置座標へ撮像ユニット１３及びステージ１１が移動される（ステップ１
０２）。画像取得座標照合部２３により、測定位置座標と撮影位置座標とが一致したか否
かが判定される（ステップ１０３）。両座標が一致した場合には（ステップ１０３のＹｅ
ｓ）、軸移動制御部２７に、移動の停止が指示される（ステップ１０４）。
【００５０】
　軸移動制御部２７は、静止状態であるか否か判定し（ステップ１０５）、静止状態が確
認された場合には（Ｙｅｓ）、その旨の信号を画像取得座標照合部２３に出力する。画像
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取得座標照合部２３は、この信号を受けて、画像取得信号出力部２４に、画像取得信号の
出力を指示する。これにより撮像ユニット１３によりワークＷが撮影され、撮影画像が取
得される（ステップ１０６）。
【００５１】
　撮影画像が取得されると、座標・画像記憶部２９により、撮影画像と測定位置座標（撮
影位置座標）とが互いに関連付けられて記憶される（ステップ１０７）。画像座標検出部
３０により、記憶された撮影画像及び測定位置座標をもとに、ワークＷの各点における測
定座標（Ｘ、Ｙ、Ｚ）が検出される（ステップ１０８）。
【００５２】
　検出された測定座標（Ｘ、Ｙ、Ｚ）は、静止時の測定座標として、図２に示す静止測定
時画像座標記憶部３１に記憶される（ステップ１０９）。以上の処理が、予め定められた
複数の撮影位置の全てに対して実行される（ステップ１１０）。
【００５３】
　静止測定時画像座標記憶部３１には、全ての撮影位置における測定座標（ＸS1，ＹS1，
ＺS1）－（ＸSn，ＹSn，ＺSn）が記憶される。なお添え字のｎは、撮影位置座標毎の連番
である。
【００５４】
　静止測定において各撮影位置にて撮影された撮影画像群は、本実施形態において、第１
の撮影画像群に相当する。従って、全ての撮影位置における測定座標（ＸS1，ＹS1，ＺS1

）－（ＸSn，ＹSn，ＺSn）は、第１の撮影画像群に基づいた測定結果に相当する。
【００５５】
　図７は、移動測定の動作例を示すフローチャートである。移動測定は、静止測定が実行
された後、そのままステージ１１に同じワークＷが載置されている状態で実行される。
【００５６】
　ステップ２０１－２０３において、読みだされた撮影位置座標と、測定位置座標とが照
合される。なお読み出される撮影位置座標は、静止測定時の撮影位置座標と同じである。
【００５７】
　撮影位置座標と測定位置座標とが一致した場合には（ステップ２０３のＹＥＳ）、画像
取得信号出力部２４から撮像ユニット１３に画像取得信号が出力され、撮影画像が取得さ
れる（ステップ２０４）。取得された撮影画像と測定位置座標とが記憶され（ステップ２
０５）、これらをもとにワークＷの各点における測定座標（Ｘ、Ｙ、Ｚ）が検出される（
ステップ２０６）。
【００５８】
　検出された測定座標（Ｘ、Ｙ、Ｚ）は、移動時の測定座標として、図２に示す移動測定
時画像座標記憶部３２に記憶される（ステップ２０７）。以上の処理が、複数の撮影位置
の全てに対して実行される（ステップ２０８）。
【００５９】
　移動測定時画像座標記憶部３２には、全ての撮影位置における測定座標（ＸM1，ＹM1，
ＺM1）－（ＸMn，ＹMn，ＺMn）が記憶される。なお添え字のｎは、静止測定時の測定結果
の番号と一致する。すなわち同じ番号からなる各々の測定結果（ＸSn，ＹSn，ＺSn）及び
（ＸMn，ＹMn，ＺMn）は、同じ撮影位置における測定結果となる。
【００６０】
　移動測定において各撮影位置にて撮影された撮影画像群は、本実施形態において、第２
の撮影画像群に相当する。従って、全ての撮影位置における測定座標（ＸM1，ＹM1，ＺM1

）－（ＸMn，ＹMn，ＺMn）は、第２の撮影画像群に基づいた測定結果に相当する。
【００６１】
　図８は、図２に示す画像座標差分算出部３３により実行される、補正値の算出例を示す
フローチャートである。静止測定時画像座標記憶部３１から、静止測定時測定座標（ＸSn

，ＹSn，ＺSn）が読み出される（ステップ３０１）。移動測定時画像座標記憶部３２から
、移動測定時測定座標（ＸMn，ＹMn，ＺMn）が読み出される（ステップ３０２）。
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【００６２】
　以下の式にて、差分（ΔＸn，ΔＹn，ΔＺn）が算出される（ステップ３０３）。
　ΔＸn＝ＸMn－ＸSn

　ΔＹn＝ＹMn－ＹSn

　ΔＺn＝ＺMn－ＺSn

【００６３】
　算出された差分（ΔＸn，ΔＹn，ΔＺn）は、図２に示す画像座標差分記憶部３４に記
憶される（ステップ３０４）。この処理が、最後の撮影位置座標になるまで繰り返される
（ステップ３０５）。差分（ΔＸn，ΔＹn，ΔＺn）は、本実施形態において、第１の撮
影画像群及び第２の撮影画像群をもとに算出される補正値に相当する。
【００６４】
　図９は、補正値を用いた移動測定の動作例を示すフローチャートである。ステージ１１
上に、補正値を算出するために載置されていたワークＷと同じ形状を有する同じ種類のワ
ークＷが載置される。そしてステップ４０１－４０６まで、図７に示す移動測定と同じ処
理が実行される。なおステップ４０６で算出された撮影位置座標毎の測定座標（Ｘn，Ｙn

，Ｚn）は、図２に示す画像座標補正部３５に出力される。
【００６５】
　画像座標補正部３５は、受け付けた測定座標（Ｘn，Ｙn，Ｚn）に対応する、同じ番号
ｎの差分（ΔＸn，ΔＹn，ΔＺn）を、画像座標差分記憶部３４から読み出す（ステップ
４０７）。そして以下の式にて、補正座標（ＸCn，ＹCn，ＺCn）が算出される（ステップ
４０８）。
　ＸCn＝Ｘn－ΔＸn

　ＹCn＝Ｙn－ΔＹn

　ＺCn＝Ｚn－ΔＺn

　なお添え字のｎは、静止測定時及び移動測定時の測定結果の番号と一致する。
【００６６】
　算出された補正座標（ＸCn，ＹCn，ＺCn）は、検出座標出力部３６により出力される（
４０９）。以上の処理が、最後の撮像位置になるまで繰り返される（ステップ４１０）。
【００６７】
　以上、本実施形態に係る画像測定装置１００では、所定の複数の撮影位置に撮像ユニッ
ト１３を静止させて撮影された第１の撮影画像群と、撮像ユニット１３を相対的に移動さ
せながら撮影された第２の撮影画像群とをもとに、差分（ΔＸn，ΔＹn，ΔＺn）が算出
される。この差分（ΔＸn，ΔＹn，ΔＺn）を用いることで、各々の撮影位置での、加速
度、減速度、遠心力等による移動機構１２やワークＷの歪み、及び画像取得のタイミング
のずれの影響を排除した、静止時とほぼ同等の測定結果が得られる。すなわち高い精度で
、撮像ユニット１３を相対的に移動させながらワークＷを測定することが可能となる。
【００６８】
　また移動測定時における画像のずれを防止するために、移動機構１２等を構成する部材
の剛性を極限まで高める必要がないため、コストを削減することが可能である。
【００６９】
　また測定対象となる複数のワークＷのうちの任意の１つが代表して選択され、静止測定
及び移動測定をもとに補正値が算出される。当該補正値は記憶され、同じ種類の他のワー
クＷが移動測定される場合には、記憶された補正値をもとに補正が実行される。これによ
り同じ種類の複数のワークＷを高い精度で効率的に測定することができる。例えば最初の
１つの目のワークＷを用いることで簡単に補正値を算出可能であるので、複雑な処理をす
ることなく高精度に移動測定を実行可能である。
【００７０】
　＜その他の実施形態＞
　本発明は、以上説明した実施形態に限定されず、他の種々の実施形態を実現することが
できる。
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　上記では、測定対象となるワークを用いて補正値が算出された。これに代えて、校正用
の対象物を用いて、補正値が算出されてもよい。校正用の対象物は限定されないが、例え
ば図３等においてワークＷとして説明した板状部材が挙げられる。
【００７２】
　例えば測定対象となるワークが定まっている場合、移動測定における撮像ユニットやス
テージを移動させる方法が定まっている場合、その移動態様がシンプルな場合（１軸ずつ
等速で移動等）、又はそれほど高い精度が求められていない場合等においては、本実施形
態に係る対象物として、校正用対象物が用いられてもよい。
【００７３】
　例えば工場出荷時等において、校正用対象物を用いて補正値が算出され記憶される。実
際のワークの測定時には、当該補正値を用いて移動測定が実行される。これにより簡単に
高精度の移動測定が実現可能である。もちろん校正用対象物を用いて算出された補正値を
使用するか、ワークを用いて現場で補正値を算出するかが選択可能であってもよい。
【００７４】
　上記では、撮像ユニットの撮影位置を変更するために、ｘ及びｚ方向に撮像ユニットが
移動され、ｙ方向にステージが移動された。これに限定されず、撮影側の撮像ユニットが
ｘｙｚの３方向に移動可能であってもよいし、被測定側のステージがｘｙｚの３方向に移
動可能であってもよい。また撮影側及び被測定側がともに同じ方向に移動可能であっても
よい。いずれにせよ、撮像ユニットの撮影位置を変更するための移動は、撮像ユニットを
相対的に移動させることに相当する。
【００７５】
　上記では、画像測定機とＰＣとが別体で構成された。しかしながら画像測定機とＰＣと
が一体的に構成されて、本発明に係る画像測定装置が実現されてもよい。すなわち画像測
定機内に、ＣＰＵ等を含む情報処理部が設けられ、当該情報処理部により、測定制御部が
実現されてもよい。
【００７６】
　本発明に係る画像測定方法を適用することが可能な画像測定装置の種類は限定されない
。ワークを撮影することで得られる被写体画像を用いて測定や観察等を実行する装置であ
れば、どのような装置にも本発明は適用可能である。例えばＣＮＣ画像測定機、ＣＮＣ三
次元測定機、硬さ試験機等が挙げられる。また光学顕微鏡で得られた拡大像をデジタルカ
メラにより撮影するデジタル顕微鏡においても本発明は適用可能である。
【００７７】
　以上説明した各形態の特徴部分のうち、少なくとも２つの特徴部分を組み合わせること
も可能である。また上記で記載した種々の効果は、あくまで例示であって限定されるもの
ではなく、また他の効果が発揮されてもよい。
【符号の説明】
【００７８】
　Ｐ…撮影位置
　Ｗ…ワーク
　１０…画像測定機
　１１…ステージ
　１２…移動機構
　１３…撮像ユニット
　２０…ＰＣ
　２１…測定制御部
　５０…撮影画像
　１００…画像測定装置
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